
２．社会保険関係について



（別添）

(1) 社会保険料の徴収を担保する手段として、最終的手段としての強
制執行のみによるべきであって、事業者に保険料納付のインセンティ
ブを与えるために例えば未加入・未納付事業所名を公表する等の方法
をとるべきではないとする論拠、実態上の理由等をお示しいただきた
い。

１ 社会保険に加入している事業所に対する保険料の徴収については、年
度内に発生した保険料を年度内に徴収することを基本とし、現年度分の
保険料に関しては、約９９％の収納率を達成している。その過程では、
必要に応じ、差押えの対象となる財産を把握し、滞納処分を実施してお

、 、 ， 、 ，り 平成１３年度には 差押延件数が１９ ７１５件 差押延金額が１
５００億円に達している。

２ このような取組にもかかわらずなお保険料を納付していない事業所
は、保険料に相当する資金を保有していながら、あえて保険料を滞納し
ている訳ではなく、資金繰りが悪化しているため、保険料に相当する資
金のみならず差押えに適した財産も保有していないのが実態である。

３ それにもかかわらず、仮にそのような事業所名を公表すれば、当該事
業所が経済的信用を失って融資や取引の停止に追い込まれ、かえって保
険料の徴収が困難になる可能性が高い。したがって、むしろ、滞納事業
所に対して保険料の納付を督励する過程で、計画的な保険料の納付を指
導するとともに、滞納処分を的確に実施する方が保険料収入の確保に資
するものと考えている。

４ なお、社会保険に加入すべきであるにもかかわらず社会保険に加入し
ていない事業所についても、その主たる理由は、保険料を負担する資力
を欠くことにあるのが実態である。したがって、そのような事業所名を
公表することが未適用事業所の適用促進につながるとは考えにくいた
め、法人登記簿の閲覧や労働保険の適用事業所に関する情報の活用によ
る未適用事業所の把握、社会保険労務士や社会保険事務所職員による未
適用事業所に対する巡回説明や巡回指導等を着実に推進してまいりた
い。



（２）従業員から強制的に徴収した社会保険料を社会保険庁に納入しな
いことは、横領その他刑法犯罪に該当するのではないかとの指摘があ
るが、そのような指摘に対して貴省の見解を論理的にお示しいただき
たい。

１ 横領罪が成立するためには、横領の対象となる「物」が「自己の占
有する他人の物」であることを要する（刑法第２５２条第１項 。）

２ しかしながら、保険料を滞納している事業主においては、資金繰り
が悪化しているため、従業員に対して手取り分の報酬を支払うために
必要な資金をようやく調達しており、そもそも、従業員に対する報酬
より源泉徴収されることとなる被保険者負担分の保険料に相当する資
金を保有していないのが実態であるため、横領の対象となる物が存在
しない。

３ したがって、保険料の滞納については、横領罪の成否を論じる以前
の問題と認識している。

４ なお、仮に、滞納事業所に対して保険料の納付を督励する過程で、
事業主において、保険料に相当する資金を保有しているにもかかわら
ず、あえて保険料を滞納している、といった事実が判明すれば、ただ
ちに滞納処分を実施することとなるものであり、そのような事態を漫
然と放置することはない。



(3) 知的財産本部がまとめている「知的財産の創造、保護及び活用に関
する推進計画 （案）において、知的財産権侵害を水際で防ぐべく税」
関において模倣品等の輸入差し止めがなされた場合、税関が輸入業者
・輸出業者等の氏名等の情報を権利者に開示できるようにするとして
いる。
国民年金の収納率が低下している中、税務申告の際に「社会保険料

控除」がなされていない申告者について、上記「知的財産」と同様、
税務当局と連携して納付させる仕組みを検討できないか。

税務申告の際に「社会保険料控除」において国民年金保険料の控除を
申告していない者の中には、保険料未納者のほか、納付した保険料につ
いて世帯主や配偶者がまとめて申告している者、保険料免除者、第３号
被保険者など、様々な状況にある者が含まれており、単に「社会保険料
控除」がなされていない者の情報について国税庁から提供を受けられた
としても、あまり意味はないものと考える。
また、現在は、確定申告の手続きの際に社会保険料控除額にかかる証

明書類の添付が義務付けられていないため、国民年金保険料の未納者が
社会保険料控除を受けている可能性がないとは言えず、むしろ、国民年
金保険料の未納者が社会保険料控除を受けているとすれば問題であるの
で、確定申告等の際に保険料支払済み証明書の添付の義務付けを要望す
ることを検討していきたいと考えている。

なお、税務当局との連携という観点からみれば、特に地方税に関し、
所得や資産に関する情報（課税情報）を社会保険庁に提供していただけ

、 、るのであれば 未納者の負担能力の把握等に活用することが可能となり
免除勧奨及び強制徴収を的確に実施することに役立てられるものと考え
ている。



(4) 国民年金保険料の徴収率（市町村所管時および国へ移管後の全国集
計）をお示しいただきたい （※ なお、集計が出ていない場合は、。
その時期をお示しいただきたい ）。

国民年金の現年度分の保険料の納付状況については、下表のとおりと
なっている。
なお、国民年金保険料の収納について、現年度分の保険料の収納につ

いては、平成１３年度以前は市町村が行っていたが、平成１４年度以降
は国に移管された。また、過年度分保険料の収納については、平成１３
年度以前から国が行っている。

国民年金の納付状況 （現年度分）

国民年金の納付率

平成１３年度 ７０．９％

平成１４年度 ６２．８％

納付月数
(注) 納付率( )＝ × １００%

納付対象月数

・納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（全

額免除月数を含まない であり 納付月数はそのうち当該年度中 翌。） 、 （

年度４月末まで）に実際に納付された月数である。

・現年度保険料の収納を市町村で行っていた平成１３年度以前について

は 「検認率」という用語を用いていた。、



(５) 国民年金の事務費について、国へ事務を移管する前の費用とそ
の内訳をお示しいただきたい。



（単位：億円）

平成１４年度 平成１５年度

予　算　額 決　算　額 予　算　額 予　算　額

○事務費 １，８１０ １，６７４ 　１，５９１ 　１,４３８

　国民年金業務に従事する職員の人件費、納付書、

　年金手帳、年金証書等の用紙作成費及び通信運搬費、

　事務所管理費、適用・徴収事務のための旅費等

　主な経費

① 適用及び給付等の業務に係る物件費等 　　３１４ 　　２４９ 　　６０９ 　　５５２

② 社会保険事務所等の職員の人件費（非常勤職員手当を含む） 　　４６４ 　　４４１ 　　５１９ 　　５０７

③ 国民年金事務取扱交付金等（印紙売りさばき手数料を含む） 　１，０３２ 　　９８４ 　　４６３ 　　３７９

（注１）国民年金の事務費については、保険料収納事務だけでなく、適用被保険者記録の管理、給付等の業務に係る事務費を含む。

（注２）国民年金保険料の収納事務は平成14年度から国に移管されたが、平成14年度以降も被保険者（第３号被保険者を除く）からの届出の受理及び審査等に係る事務は、引き続き市町村に

　　　　おいて実施している。

（注３）「③国民年金事務取扱受付金等」は、市町村に対する交付金等である。

国民年金の事務費について

区　　　　　　　　　　分
平成１３年度



国民年金の滞納・未納と、国税・地方税におけるそれとの相関(６)
関係についてお示しいただきたい。

１ 国民年金の保険料を滞納している者が、所得税や住民税を納付してい
るかどうかについては調査していないため、ご質問に直接お答えするこ
とは困難である。

２ しかしながら、
①所得税や住民税は、各種控除を差し引いた後の所得に対して賦課され
るものであり、いわゆる課税最低限以下の所得しか有しない者には、
そもそも納税の義務がないのに対し、

②国民年金の保険料は、所得の有無を問わず一律に納付義務が課されて
おり、低所得者に対する申請免除制度はあるが、その基準は、例えば
単身世帯で前年所得が35万円以下などと低く、所得税が課税されない
者も納付義務を負っている

ことから、国民年金の保険料を納付すべき者は、住民税・所得税の納税
義務が課されている者よりも多くなっている。

３ 実際、所得税の申告納税者数を見ても、平成13年分の申告納税者は70
7万人、そのうち事業所得者（事業所得が給与所得等の他の所得金額よ
り多い者）は207万人に過ぎないのに対し、国民年金の第１号被保険者
は、免除者や未納者を除いても1,000万人を超える数の被保険者が保険
料を納付している状況にある。
また、国民年金被保険者実態調査によると、平成10年には、国民年金

第１号被保険者のうち所得税非課税の者が５割程度を占めている。その
うち、納付者（一部納付者含む ）63.4％、未納者14.5％、申請免除者。
22.1％と、納付者が約３分の２を占めている。



（７） 国民年金保険料の支払い免除者を定める場合の具体的な基準と免

除者の推移についてお示しいただきたい。 

（答） 

免除に関する関係条文については別紙１、申請免除基準の具体例について

は別紙２、免除者の推移については別紙３のとおりである。 

 

 

（参考） 

      平成 14 年度に実施された半額免除制度の導入及び免除基準の明確化 

 

住民税非課税世帯  所得税非課税世帯      所得税課税世帯 

  

特 例 （全額）免 除 
  

申請全額免除 

 保 険 料 非 免 除 

 

 

 

 

特例（全額）免 除 

申請全額免除 
申請半額免除  保険料非免除 

 

 

 

 

 

特例免除の要件の見直し 

平成１４年３月以前 平成１４年４月以降 
・ 天災、失業、その他の理由により保険料の
拠出が困難と認められる場合（所得、稼得能
力、生活程度等を考慮）は、前年所得の多寡
にかかわらず、保険料免除。 

・ 特例的に免除とする事由を、天災・失業等に限
定。 

 

 

（
平
成
14
年
３
月
以
前
） 

（
平
成
14
年
４
月
以
降
） 

課税対象所得が
３０万円以下 

・ 今後増加が見込まれる保険料負担を公平に
求めていくためには、免除基準を分かりやす
く、また、明確にする必要があったことから、
免除制度を見直し 




